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所 得 税 の 近 代 性 に つ い て

早 見 弘

1

所得 税 は近代 的 租税である,と いわれている。 なるほど世界の主な国々に

:おける所得税創設の年代をみる と,19世 紀後半か ら20世 紀初頭にかけて集申し

(1)

ている。 なかで も資本主義の発達が最 も早かった イギウスにおいては,他 の諸
(2)

麺 よ りはるかに先 んじて1799年 に最 初 の創 設 を印 してい る。 もっ ともナポ レオ

ン戦争 の終結 とともに,1816年 この最 初 の 所得 税 は廃 止 され,1842年 ま で 再設

(1)1799年 一 イ ギ リ ス(39GeorgeIII,c.13,"AnActtoRepealtheDuties

imposedbyanActmadeinthelastSessionofParliamentforglantingan

AidandContributionforthepresecutionoftheWar;and、tomakemore

effectualProvisiQnfolthelikePurpose,bygrantingcertaindutiesupon

Income,jnlieuofthesaidDuties.")

1840年 一 ス イ ス(Baselstadt),

1862年 一 ア メ リ カ(1913年 憲 法 改 正 に よ り新 税 法 とな る).

1864年 一 イ タ リ ヤ.

1869年 一 ヘ ツ セ ン,1874年 一 ザ クセ ン,1884年 一 バ ー デ ン(1920(年 帝 国 税 と に

成 立)。

1887年 一 日本.

ユ914年 一 フ ラ ン ス 、

cf.J.Popitz,"Einkommensteuer,"Handωb'rterbuchderStaatswissenschaften

く1926),Bd.III,S.437.

・ ド イ ツ 連 邦 に つ い て は
,F,Neumark,TheorieundPraxisdermodernen

Einkommensbesteuerung(Bern:A.FranckeAG.,Ver】ags1947),S.220.

汐 見 三 郎 他,各 国 所 得 税 制 論(昭 和9年),p.4.

<2)こ の 年 代 に つ い て は,異 論 が あ る 。U.K.Hicksは 所 得 税 の 前 身"Triple

Assessment"を 法 律 化 したTheAidandContributionAct(38・GeorgeIII,c.

16,1798)の 法 案 をWil]iamPittが 議 会 に 提 出 し た1797年 を あ げ て い る 。 これ は

誤 りで あ ろ う。(PublicFinance(London:J.Nisbet&Co.Ltd.,2nded.,1955),

P,124.)汐 見 博 士 は1798年 の"TripleAssessment"を もつ て,所 得 税 創 設 と み て お

ら れ る(前 掲 書,P.5).こ れ はE.R.Seligmanの い うpresumptiveincometax

に も とつ く もの と思 わ れ る も の が あ る が,assessedtaxは,直 接 消 費 税 とで もい う

hべ き も の で あ つ て1798年 に は 納 得 で き な い(cf .Seligman,"IncomeTax,"

Enc .γclOpaediaoJtheSoeialSciences(NewYork:Macmillan&Co.,1948),voL

vii,p.627).
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され なかった。 しか しイギ リス所得税 が資本 主義経済 になってか ら最初の所得

税で ある とい うこ と,お よび1803年 の劃 期 的 な改 革 に よ・って で きあが った所得

税制 度が,現 代 イギ リス の所 得 税 制 度 にま で受継がれ ている とい うこ と,こ の ・

二 点 に よっ て イギ リス所 得 税研究 の出発動機が想定 され るよ うに思え る。

くの

研究の成果は極めて数 多 く現れている。 この成果のほぼ一致した見解は,イ

ギ リス所得税が 「近代的」なものであること,さ らに所得税その ものが,「 一

般的一1に近代的租税であることを指摘 している。また同時に諸研究の批判者は,

所得税 の近代性 を単に税法の継承,租 税配分原理の能力負担原則化への徹底に

求 めるだけでな く,い わば近代資本主義の社会体制的諸条件に照 して展開さる
くの

べ きで あ る と述 べ て い る 。 この 批 判 もほ ぼ 一 致 し た 見 解 の よ うで あ り,筆 者 も

これ と同 列 の 立 場 に 立 っ て 及 ば ず な が らF.Shehab,ProgressiveTaxation'A

StudyintheDeveloPmentoftheProgressivePrinciPleintheBritishlncomer

(5♪

Tax(1953)を 検討した。

租税の発展を社会体制的な視角か ら取扱 うとい う立場は,「 租税の存在その

(3)e.g.E.R,Seligman,TheIncomeTax(NewYork:Macmillan&Co.,

1911).

FranzMeise1,BritischeunddeutscheEinkommensteuer:lhreMoralundihre

Technik(Tttbingen:J,C.B.Mohr,1925),

J.Popitz,op.cit.

HenrySimons,PersonalIncomeTaxation(Chicago:ChicagoUniv.Press,、

1938).

ArthurHope・Jones,TnelncomeTaxintheNaψoleonicWars(London:

CambridgeUniv.Press,1938).

FritzNeumark,eP.cit.

A..Farnsworth,Addin.eton:AathoroftheModernIncomeTax(London:・
.

Stevens&SonsItd.,1951).

F.Shehab,Pro8ressiveTaXation'AStudJinthe1)eveloPmentofPro8ressiveL-

principleintheBritishIncomeTax(London:OxfordUniv.Press,1953).

HenryLaufenburger,``DieEinkommensbesteuerung,"HandbuchderFina.

nzwissenschafthrsg.vonW.Gerloffu.F.Neumark(TUbingen:J.C.B.

Mohr,Bde.III,1952-1958),Bd.II,SS,447-501.

(4)大 川 政 三,「 シ ェ ハ ブ,累 進 課 税 」 一 橋 論 叢34巻1号(昭 和30年7月)pp.7&

-85
.

池 田 浩 太 郎,「 フ ァー ン ス ワー ス,ア デ ィン トン,近 代 所 得 税 の 創設 者 」,前 掲 書

32巻2号,(昭 和29年8月),PP.79-86.

,「 ホ ー プ ・ジ ョー ン ズ,ナ ポ レオ ン戦 争 時 代 の所 得 税 」 前 掲 書,32巻

6号(昭 和29年12月),pp.95--101.

(5)商 学 討究10巻2号(昭 和34年9月),pp.81-102.
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ものが,一 定の経済的 ・社会的および政治的条 件の存在 と関連する意味におい

て歴史的現象であ り,ま た租税の本質,そ の概念,租 税技術および国家財政に

しめる租税の相対的意義 も,長 い歴史的発展過程のなかで数 々の根本的な変遷
くぐり

を経て きた とい う意味でも,歴史的現象である」 と考えるか らにほか ならない。

このよ うに租税現象を歴史的に把握する有効性は,抽 象的租税理論の現実的適

応条件の無視 とい う危険を避け うるだけでな く,理 論構成の前提 を歴史的に条

件づけることによって,立 体的理解が なし うるとい うことに求 め られるであろ

う。 しかしこの基本観照は必ずしも容易な作業過程を生みださない。所得税の

近代性を社会綿 的に把握 しようとする批半"も・捗 饗 めてその頬 的闘

を顧 み よ うとすれ ぼ必ず し も多い とは思 え ない。 ・㍗

この小論では,以 上 の問 題 に対 す る接 近 の 前段 階 として,ま ず イギ リス所 得

税 創 設 期 の研 究 に例 を求 めて,所 得 税 の 近 代 性 を どの よ うな角 度か ら捉 えてい

るか を検 討 し,つ い で所 得 税 の発 達 過程 を包 括 した諸研究 にお ける近代性 の標

識 あるい は条件 を示 そ う。 これ らの指摘 をあ とづける こ とによって,わ れ われ

の所 得 税 研 究 の社 会 体制 的視 角 を一歩深 める とい う目的 を もつ。 前者の研究 に

はA.Farnsw(Ethの 著 作 お よびE.R.A.Seligumの 古典 的 労 作 と,後 者 の

研 究 に は同 じ くSeligman,FritzNeumaエkお よび 木村 元 一 教授 の英 語 論 文 が

用 い られ る。

皿

イギ リスにお ける最初 の所得税 の創設は,1783年 か ら首相 ・蔵 相 の地 位 に あ

っ た,WilliamPittの 手 に よって な され7c。 所 得 税創 設 の 目的 は,1792年 イ ギ

リスが ナ ポ レオ ンの大 陸征 覇 に対抗 して 立 ち 上 っ た 戦 費 調 達 にあった。 ま

tcよ り直接 的 な原 因 は,所 得 税 創 設 の 前 年 に 実 施 さ れ たいわゆ るTriple

Assessmentが 期 待 通 りの税 牧 を あげ え なか っ たか らで ある。

最初の創設者た る栄誉 ぽ,Pittに 与 え て然 るべ きで あ る。 しか しPittの 所

得 税 は 「近 代 的 」所 得 税 で あ っtcか 。Farnsworthに よ る とこの 答 は 否定 的 で

あ る。 なぜ か。Pittの 所 得 税 は,納 税 者 に対 して 自己 の所 得 税 額 の総計だけ を

(6)FritzNeumark,op.cit.,S.21.
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申 告 に も とつ い て課 税 す る もの であって,源 泉 課税 に よ る もの で は なか ったか

らである。 このた め納税者 は,特 定 の所 得 源 泉項 目別 に彼 の所 得 を区分 して申

告 す る必要 もな く,す で に所 得 税 法 に規 定 され て い た子女控除 の申請 も必要 で

な かっtc。 この い わば 「源 泉 申 告 」(lnformationattheSource)と もい うベ
ダ　う

きPittの 所 得 税 は,「 人 閥性 の 不完 全 に あま りに 多 くを期待 していた」ため,

予想 収 入1,000万 ポ ン ド(の ちに750万 ポ ン ドに修正)に は るか に満 た ない 実

収 入580万 ポ ン ドとい う失 敗 した結 果 に終 っk。Fa3rnsworthは この原 因 を源
'
`8)

泉課税を行わなかったか らだ,と い う点に求 める。そして源泉課税制度,ま た

この制度 と不可分に繕びっく分類所得税制度を創設して,徴 税 の効率 を2倍

に あげ,も って現 代 に ま で 受 継 が れ た 所 得 税 の 基 礎 を作 った人,Henry

Addington(の ちにLordSidmouth)こ そ 「近 代所 得 税 の創 設者 」 で あ る とす

る。

Pittの 所 得 税 は,TripleAssessmentの 構 成 と極 め て類 似 し,年 所 得60ポ ン

ド以 下 を免 税 とし,200ポ ン ド以 上 の所 得 に っ き1ポ ン ドあ た り2シ リンh'す

な わ ち10%の 比 例税 率 をか け,60ポ ン ドか ら200ポ ン ドまで の 所 得 に つい て は
廻」{隅

5ポ ン ドづ っに 区 切 つ て最 低0.83%か ら10%に い た る累 退税 率 が 課 せ られ た 。

0さ らに子 女 控 除 として所 得 を60 -400ポ ン ド,400--1,000ポ ン ド,1,000-5,00'噸

ポ ン ド,5,000ポ ン ド以 上 の 各所 得 層 に分 け これ に該 当す る所得者の扶養す る子

6

女 一 人 につ き,最 初 の階 層 に は5%,以 下 の階 層 に つい て は6才 以 上4%,

才 以 下3%(以 下 階 層 ご とに同 じ),3%と2%,2%と1%の 所 得 控 除 が 設 け
ぐ

られている。このほか生命保険料控除,建 築物所有に もとつ く所得 に つ い て
るの

3-10%の 補 修費控 除 が あ る。Farnsworthに よる とSeligmanがPittの 所 得

税 につ い て詳 細 な 「個 人 の 全 所得 の申告 」 を必要 とした と述べてい るのは誤 り
りゆ

で あ る と い う が,詳 細 な 申 告 を 必 要 と し た か ど う か は と も か く,Seligmanは

申 告 の 区 分 が4項 目19ケ ー ス あ っ た と の べ て い る 。 こ れ に よ る と(1)不 動 産

(7)E,R.Seligman,TheIncome7'αx,p.91,

(8)A.Farnsworth,Addington,AuthoroftheModernlncomeTax,p.ix&

P.26,

(9)E.R.Se】igman,op.cit.,pp.78-9.

〈10)A.Farnsworth,op.cit.,P、18,
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所 得,(II)動 産 ・商業 ・自由職業 ・官 吏 。年 金 ・俸給 ・賃銀 および生業 か らめ

所 得,(III)イ ギ リス在 住者 以 外の所 得,(IV)そ の 他 の所 得,の4項 目が 記 さ
ほわ

れ ている。

以上のごとき最初の所得税の構造か らみる と,少 くともFarnsworthの い う

源泉課税 をも7cな かったがために近代的でない とい うPittの 所得税 も,他 の

論者か らは所得税創設の当時か ら累進課税 とい う,所 得税創設以前にはみ られ

なかった新しい課税思想が顧 み られるわけである。免税点の設置,累 退税率の

設定にみ られる差率課税および 子女控除の設定にみ られ る人的差別課税の考慮

など,そ れ以前の物税中心的なイギ リス租税体系にはみ られなかった,極 めて

斬新 な粧いを取 り入れた もの として注目されよ う。 この点を近代的所得税 の標

識 として掲げる主張については次節に述べ る。

ともあれFarnsworthはPittの 所得税の特長をっぎのよ うに述べている。

「Pittの所得税計画は,木 質的には納税者自身の細目を示 さない総額申告に も

とついた,あ らゆる源泉か らの総所得に対する喧接的個人課税であった。 さら

に所得源泉の相異お よび串請した諸控除の明細書が必要であった場合で も,提

出 された明細の正確 さを調査で きる機構が存在せず,Pittの 計画は近代所得税

の 計画 とははるかに遠い ものであった」。 彼 は続けてい う。 「近代所得税の本

質 とは,所 得が発生 したそれぞれの源泉で課税し,こ の所得にかかる法律に も
ご　ラ

とつ く負 担 を 源 泉 で 租 税 の 控 除 を行 う もの で あ る 」 と。こ の よ うにFarnsworth

の 見 解 は,あ げ て 源 泉 課 税 とい う徴 税 制 度 だ け に集 中 して,近 代 性 が と らえ ら

れ て い る。 わ れ わ れ は こ れ な きが ゆ え に 失 敗 し,こ れ あ るが ゆ え に 成 功 し た

Addingtonの 源 泉 課 税 制 度 を,い ま ・・一一一i歩考 察 し な け れ ば な ら な い 。

対 仏 戦 争 の さ な か,1800年 に イ ギ リ ス本 国 と ア ィア ラ ン ドの 大 合 同 を な し と

げ たPittは,つ い で こ の 次 年 に カ ソ リ ッ ク教 徒 開 放 案 を ジ.一 ジ3世 に提 案 し

7C。 こ の 提 案 は ジ.一 ジ3世 の 戴 冠 宣 誓 に も と る もの で あ り,国 王 の 認 可 す る

と こ ろ とは な らな か っ た 。Pittは 辞 職 し た 。 国 王 は 下 院 議 長 で あ っtcHepry

Addi㎎tonに 組 閣 を命 じ,彼 は1801年3月 首 相 ・蔵 相 の 任 を帯 びtc。 議 事 規 則

(11)E.R.Se1量gman,ep.cit.,p.79.

《12)A.Farnsworth,op,cit.,P.18.
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とイギ リスの税 制 に精通 したAddingtonは,前 任 者Pittの 所 得 税 立 案 に力 を

借 しただ けで な く,見 込 み以 上 の金 額 を集 めた 献金(▽oluntarycontribution)

案 の 隠れ た創 設者 で もあ っ た。CopenhagenとEgyptで ナポ レオ ン軍 の 敗 戦

を機 会 に結 ばれたAmienの 和約 と と もに,戦 時税 としての所 得 税 は,1802年

4月Addingtonの 最 初 のBudgetSpeechで 廃 止 となっ7c。pittの 所 得 税 は

不 人 気 で それ に対 す る批 難 は 「苛酷 で」 「癌 の種で」 「検 察的 で」 「悪政 この
ぐ　 ラ

うえ もない」 もの とい う声が あが ってい た。 しか し和約の締結は仮 りの夢で あ

った。戦争 は再開 した。 そのすべて を公債費 にあて なければ な らなかったPitt
ぐユの

の所得税 に対 して,1803年6月 の 予算 演 説 で提 案 したAddingtonの 所 得 税 一

所 得 税 とい う表 現 を と らなかったが,1892年ShortTitlesActで そ う呼 ん で
くヨら　

よい こ とになっ7c一 こそ,ま さにFarnsw(ncthが 近代 的 と呼 ぶ とこ ろの もの で

あ る。

Pittの 所 得 税 が 納 税 者 の資 産 ・所 得 状態 お よび納税者 の家族状態 の開陳に対

す る強 い反感か ら,虚 偽 の 申 告 や脱 税 に よっ て所 期 の効果 をあげえ なか った こ

とを顧 み,Addngtonは あ らゆ る所 得 をA.B.C.D.Eの5っ の 源 泉 に 区 分

し,各 々 に査 定 方 法 と徴 税 方法 を決 め7こ。い ま これ をSeligmanの 述べ る とこ.

ろ を補 足 して,課 税 標 準 ・法 定所 得 ・課 税 所得 ・税率 について その大要 を示 す
(16)

と以下の ご と くであ る。

SCheduleA英 国 内の あ らゆ る土 地,tenementsも し くは相 続 財産 は,そ 一

の 資産 に対 して 年価 値20シ リン グ ご とに1シ リングの 租税 を支 払 うべ き こ と。

これ らの資産 の総年価値 は,当 該 資産 が 賃貸 料(Rack-Rent)を 支 払 うとい う・

条 件 で貸 出 され た年賃貸料 を さす。tcだ し この賃貸 料 は査 定 時以 前7年 以 内 に

賃貸 が行 わ れ た場 合 の それ を さすのであって,こ れ に該 当 し ない場 合 は,当 該

(13)1ゐid.,p.33.

(14)43GeorgeIII,c.122."AnActforGrantingtohisMajestyunti】the

sixthdayofMaynextaftertheratificationofladefinitivetreatyofpeace,

acon婁Iibutionoftheprofitsarisingfromploperty,professionstradesan己

offices.,,

(15)A.Farnswor出,ψ.6ぎ'.,P.3.

(16)Cf.56鼠,PP.108-124.

E.R.Seligman,ψ.面'.,pp.92-98.
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資 産 が その年 に賃貸 して得 られ るで あろ う価値の あ る賃貸料 をい う。 この総年

佃 値 か ら補 修費(農 業 用 家屋 に っい て は賃 貸料 の2%を こえ ない こ と,他 の 建

物 に つい て は5%を こえ ない こ と),地 租,下 水 ・排 水 ・堤 防設 備 費,か き根

施 設 費 な どを差 引い た ものが課税所得 とな り,上 述 の5%の 税 率が か け られ,

税 額 が決 ま る。

この税 額 の 支 払方 法,つ ま り源泉 徴収 方 法 は,土 地 ・Tenelnentsも し くは相

続 財産 の 占有 者(Occupier)す なわ ち借地 人(Tenants)が,GeneralComm・

issionerに 対 して規 定 の(年4回 の 分 割払 い が 認 め られ て い た)税 額 を 納 付

し,税 額 の分 を賃貸 料 か ら差 引 い て彼 らの地主 ・家主 に支払 う。

ScheduleB一 す べ て の 住居(農 業 用 家屋 を除 く),土 地,tenomentsも し

・くは相 続 財産 は
,そ の 占有 に対 して 年価 値20シ リング ご とに イン グ ラ ン ドで は9

ペ ンス,ス コットラ ン ドで は6ペ ンス を支 払 うべ きこ と。十 分 の一 税 を免除 され

た土地 に対 して,8分 の1を 所 得 控 除 とす る。 そ の 他 はScheduleAと 同様 で

あ る と思 われ る。

ScheduleC-一 一国 家収入 か ら支 払 わ れ る す べ て の 年 金,国 債 利 子 収 入

くDividends)は,そ の 年額20シ リン グに つ き1シ リング を支 払 うべ きこ と。 こ

・のfundedpropertyに 対 す る源 泉徴 収 は ,1803年 の法 律 で はPittと イ ング ラ

ツ ド銀 行 の 強 い反 対 に あ っ て 実 現 し な か っfc。 この 実 現 は1806年Fox=

`Grenville内 閣の 蔵相LordHenryPettyの 手 に よっ て な され7c
。 したが っ て

Addingtonの 初 志 に もか か わ らず,イ ング ラン ド銀 行 。南海 会 社 お よび国庫 が

これ らの年金 ・利子 を支払 う際 にその 額 を記 録 し,C種 納 税 者 は 居 住 地 の

'Commissionersに 申 告 を し
,年 金 ・利 子支 払事務 取扱 い の 上 記各行が・Inspector

へ 支 払 明細 を送 付 す る こ とに よって虚偽の 申告を防止す る機構 をつ くった。 し

・か し源泉課税 の基本構想は3年 後 に実 現 をみ た こ と
,そ して1918年 の現 代 的 税

法 にま で 受継 が れ て い る。

ScheduleD-一 一一 英 国 内 に居 住 す る人 で,資 産 の い か ん を問 わず(し た が っ

て 外 国人 も含み,ま た 外国 人所 有 の 英 国 内 の資産 について もD種 に含 まれ る),

そ れ か ら生 ず る年 利 潤 ま た 自由職 業 ・商業 お よび生業(Vocation)に ょ る利潤

龍 対 して,20シ リン グ ご とに1シ リング を支 払 うべ きこ と。 このD種 は い わ
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ゆ るsweepillgclauseでA.B.C.E各 種 に 該 当 し な い 所 得 源 泉 す べ て が 含 ま

れ,Pittの 所 得 税 のCase別 区 分 を借 りて,つ ぎ の6つ のCasosに 区 分 さ れ

ていた。

Case1-r商 業 お よび製 造業 に よ る所 得 。 これ は3力 年 を平 均 した所 得 につ・

い て課 税 され,事 業 遂 行 の た め に用 い られ る用具 についての 補修費控除 は同 じ

く3力 年平 均額 に制 限 され,事 業 用 家屋 に つ い て は控 除 は ない。 また事業が負

担す る支 払利子 お よび債務 にっい て も控除 は ない。

Case2-… 自由職 業 ・生 業 お よび雇 傭 に よ る所得 。前年 内に生 じ7Cす べ て の

所 得 を含 み,い か な る控 除 もない 。

Caso3-一 一・ScheduleAに 該 当 しない不 確 定 年価 値 を生 ず る資産。 た とえば

運河 ・ドック ・水 道 ・鉱山 ・鉄 工場 ・製塩所 な どで一 定の賃貸料 を算定 しが た

い資産。 この年利潤に対 して課税 され る。ただ し鉱 山については5力 年平 均 利

潤 を とる。

Case4英 領 植民 地 にお け る証 劣 お よび外 国証券 か らの利子所得 。taだ し・

英 国 内に居 住 しない 外国人 に支払 う利子 を除 く。

Case5一 英領 植 民地 にお け る事業 財 産 お よび在外事業財産 か らの所得 。$

力年 平 均 を とつて 課 税 。

Case6一 以 上 い つ れ のCaseに も属 せ ず,ま た他 のScheduleに も含 ま れ ・

ない年 利 潤 。

このScheduloDに つ い て,こ れ に含 ま れ るす べ て の所 得 が 源泉 課 税 さ れ

たか ど うかは,不 明 で あ る。 しか しCase1す なわ ち商 ・工 業 利 潤 に つ い て

は,源 泉諜 税 は 行 われ ず,申 告に よ る もの とし た 。 この商 ・工 業利潤 は,ロ ン

ドン・シ テ.を 代 表 として所得 税 の 「検 間 的 苦痛 」 を最 も強 く表 明し,所 得 税 廃.
りわ

止 の 急 先 鋒 で あ っ た 。 この た めPittの 所 得 税 に お い て も,商 ・工 業 利 潤 を 受

理 し これ に課 税 す る機 関 と し てCommercialCommissionersを 設 立 せ し め ら

(17)商 工業 階層か らあがつ た この所 得税 批難か らみ る と,地 主 階層 が信 じていた ほ

どには,商 ・工 業利 潤は過少 に課税 されていなか つたで あ ろ う.u.K.Hicksは

この よ うにみてい る.

U.K.Hicks,PecblicFinance(London:Nisbet&Co.,2nded.,1955),

p,124.
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れ た の で あ る。 この 委員 は各地 方 に二人づ っおかれ,商 ・工 業 利 潤 だ けを処 理

し て これ を国王 の官吏 もし くはGoneralCommissionersの 介 入 を許 さない こ

と とした 。この制度 は極 めて巧妙 に利潤を隠蔽 し,こ の種 所 得 源 か らの税 収 を著

し く減 少せしめたので あった。この ため1803年 に はGeneralCommissionersカ 〉

ら選 ば れ たAdditionalCommissionersが 任 命 され,こ の 委 員 はScheduleC

の査 定 に あた った が,一 方 商 ・工 業 利潤 の 申 告に対 して も喚問審査権 を もった。

他方租税調査官がAdditiomalCommissionersの 決 定 にっ い て疑義 あ る ときは,,

GeneralCommissionersへ 意 見具 申を なす こ とが で きた 。

ScheduleEす べ ての 官庁 あ るい は利 潤 に よ る雇傭お よびScheduleCに

含 まれ ない 国 家収 入 か ら支 払 われ る年金 。恩給お よびstipendは,年 価 値20シ

リン グ ご とに1シ リング を支払 うべ き こ と。 この所得区分 は広 く解 され公共団.

体 ・民 間 事業 体 ・協 会 な どの諸 機関の被傭者の所得が含 まれ,課 税 は官 庁 ・団.

体 な どが 給 与 ・俸 給 を支払 う際 に天 引 きされ る。

この種 に属す る所得の源泉課税 は今 日い わゆ る即 時納税制度(Pay・As・You・

EarnSystem)と し て知 られ て い る もの で あ るが,P.A.Y.Eが で き た の は

1944年 の こ とで あ り,週 給制 とい う賃 金 支 払 い慣 習 の 普及,雇 傭労 働 者 の 増

大,課 税 範 囲 の拡 大 お よび 国 家経 費 増大 な どの諸要因が なけ れ ば な らな か つ
く　 ク

た。19世 紀 初頭 にお い て は も とよ りE種 所 得 の比 重 は とるに足 らない ものが あ

つた。

以上 の ご とき分類所得税 と源泉課税方法 を もった1803年 の所 得 税 は,す で に

み た ご と く標 準 税 率 は20シ リング ご とに1シ リング,す な わ ち5%の 税 率(た

だ しB種 にっ い ては相 異 あ り)で あった 。 この ほか免 税 点 は60ポ ン ド,標 準 税

率 の 課 税対 象 は150ポ ン ド以上 の所 得 に低 下 した。60-ISO,9ン ドまで の 所 得

に は10zド ン ドご と}ClAOン スの差 を もつ累 退税 率 が設 け られ,子 女 控 除 も60-

400ポ ン ドまで の 所得 に は子 女一 人 にっ き(以 下 同 じ)4%,400・-1,000ポ ン

ドまで は3%,1,000-5,000ポ ン ドま で は2%,5,000ポ ン ド以 上 は1%の 控除

が 設 け られ て い た 。た だ し この免 税点 ・累退税率お よび子女控除の適用 を うけ

よ うと思 う納税者 は,す べ ての漂 泉 か らの 総所 得 を 申 告せねば な らなかった。

(18)1bid.,p.188.
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した が っ て 多 くの場 合,結 果 的 に は 申 告の 必要 を生 じた わ けで あるが,こ れ は

一す で にSchedule制 に も とつ い て納 税 し
,あ るい は源 泉課 税 を うけた す べ て

ビ　　 ナ

'の所得 を 申 告 す る もので あっ て ,い わば確 定 申 告 に よ る納 税 額 の調整を行 う意

味 での由告で あった。 このため現行の イギ リス所得 税制度 とほ とん ど変 らない

措 置がAddingtonの 所 得 税 か ら と られ てい た こ とに な る。

因みに,1803年 以 後 ナポ レオ ン戦 争終 結 まで 施 行 されていた所得税 の,そ の
デの う

'後 のi変 遷 を示 す と次 の ご と くで あ る
。1805年Addingtonか ら再 びPittに 首 相

=が代 っ た 。Addingtonは 貴 族 に 列 せ られ 第 二 次Pitt内 閣 で は,枢 密 院 議 長 と

な っ た 。Pittは 所 得 税 の 標 準 税 率 を20シ リン グ ご とに15ペ ン ス(6.25%)に あ

　 　

げ,鉱 山 ・運 河 お よび 士地 に関 す る事業 をScheduleDか らAに 組 み替 え,

1)種 の事 業 利潤 の算 定 に あた るSpecialCommissionersを 設 置 し,妻 の 所 得

は 夫 の所 得 と合 算 す る もの とし,ScheduleAの 課 税 所 得 の 算 定 に補 修 費控 除
ゆか

を増加 した。 その他の若干の改訂を含んでい る。 この結 果600万 ポ ン ド弱 の 収

入 が あが っ た 。1806年1月Pittは 死 ん だ 。 この 後 に成 立 し た 内 閣 はFox=

Grenvilleの 連 立 内 閣で,蔵 相 はLordHenryPettyで あ る。Pettyは 標 準 税

率 を20シ リング あた り2シ リン グ(10%)に 引上 げた 。 さ らに 前 述 の ご と く

ScheduleCに 含 まれ る国 家収 入 か ら支 払 われ るすべ ての年金,国 債 利子 に 対

して イ ング ラ ン ド銀 行が源泉課税 す るこ とに なった。また免税点 が60ポ ン ドか

ら50・!ぞン ドに引 下 げ られ,累 退税 率 は50ポ ン ドか ら150xド ン ドまでの 所 得 に っ

い て,所 得Lf.oン ドを減 ず るご とに1シ リングづ っ逓 減 す るス ケ ・一ルを とつた。

伺 時に これ まで認 め られていた子女控 除は,公 けの扶 養控 除 申 告 に際 して,著

しい扶 養子 女数 の 増加 が あった ためこれが廃止 された。恐 ら く被扶養者の偽 り

の 申告が行われtctcめ で あ ろ う。 そ して扶 養子 女控 除 は1909年LloydGeorge

の 所 得 税 改革 まで 復 活 しなか った 。 その他生命保険料控除 は150ポ ン ド以 下 の
の

所得 者に限定 されたこ と,A種 所得についての家屋補修費控除は,tenants負

担 による補修が 多い とい う理由で 廃止されたこ と,な どの 諸 修 年 が 行 われ

(19)A,Farnsworthop.cit.,PP.85-6・

(20)Cf.noteユ6above.

(21)45GeorgeIII,c`.15.

(22)45GeorgeIII,c.49.
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一た
。 この結果1806～7年 度 の 所 得 税 収 入 は,税 率 の 上 昇,免 税 点 の 引下 げ な ど

に よっ て,一 躍1,163万 ポ ン ドに増 加 した。 ま さに前 年 の2倍 で あ り,そ の 優

ユ816年 の所得 税 廃 止まで,所 得 税 収 入 は1,400万 ポ ン ド余 の水 準 か ら 下 るこ と

な く推 移 してい る。そ してpittの 最 初 の所 得 税 収 入 が ほ とん ど公債 費 に 喰 わ

一tれて しま っ てい た の に対 し
,Addingtonに 始 っ た新所 得 税 は,ほ とん どの収 入

を禮 接 軍事 費 に あ て るこ とがで きた。だが ナポ レオン戦争 にか き立 て られ た愛

'国心 に 訴 え る この 租 税 も
,ナ ポ レオ ンの エ ル ベ島 の脱 出で1815年,か ら くも1

年 延 長 をみた とは 云 え,ウ ・一 タル ゥの 戦 勝 と,イ ギ リスの最 後 の勝 利 の確 定
ゆめ

とともに廃止された。まさに法文の示すe"と く 「最終的講和条約批准後の4月

ゆうラr6日 ま で
,国 王 に利 潤 に対 す る課税 を許 す 法律」で あ っ た 。 そ し て1842年

SirRobertPeolが,関 税 ・消 費 税 減 税 に よ る埋 め草 として,イ ン ドにお け,る

・ 反 乱 を機会 に再 設 を み るま で,所 得 税 は一 たん その 姿 を消 す こ とに なる
。この23

'年間 はSydneySmithの 名交 に示 され てい る よ うに
,「 口に入 り1・身 にま とい,

足 に は く あ ら ゆ る もの に租税 が かか り……眠 っていて も醒 めてい て も租税 が
ゆわ

かか る1,い わば 「ゆ りかごか ら墓場まで」租税が含まれていた関税 ・消 費税

収 入の圧倒的拡大の時代を迎えるのである。

Addingtonの 卓 越 した手 腕 に よっ て な し遂 げ られtc所 得税 改 革 は,Pittの 所

碍 税 の税 率 を2分 の1に 下 げ,さ らに この税 率 の適 用 をPittの そ れ よ り50ポ

ン ド引下 げ て,150ポ ン ド以 上 の所 得 に課 せ られ た に もかか わ らず,所 得 税 収

入 はPittの それ の 約80%,460万 ポ ン ドをあ げ る こ とが で きた 。税収の効率 は

(23)46GeolgeIII,c.65,"AnActforgrantingtohisMaje旦tyduringthe

Presentwar,anduntilthesiκthdalofAprilnextaftertheratificationofa

definitivetreatyofpeace,furtheradditionalratesanddutiesinGreatBritain

ontheratesanddutiesonprofitsarisingfrompropertyandprofessions,

tradesandoffices."(イ タ リ ッ ク は 筆 者),

(24)Cf.E,R,Seligman,dop.cit.,P.112&F.Shehab,Progre∬iveTaκation,

P.60.

(25)Cf.note23above.

〈26)P,Haensel,``DerStaatshaushaltunddasF三nanzsystemGrossbritanniens,"

HandbuchderFinanzωissenschafthrsg,vonW,GerloffundF.Meise1(TUbi-

ngen:J,C,B.Mohr,Bde.III,1927-一 一29),Bd.III,S.74.
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ほぼ2倍 に増加した。まことに 「税収当局の能率の上昇は大 きく」また 「財政

の実際にあたっては,良 好な行政方法の真の重大 さこそ,こ れ以上に注目すべ
くお 　

き証明は得 られない」 とい うべ きであろ う。われわれは徴税制度の租税収入に

及ぼす影響の重要性を認める。 しかしより一層注目すべ きは,以 上のご とくし

て出来あがった所得税制度が,ナ ポレオン戦争期 を通じて着々と増加してゆ く

税収 を生んでいtcと い うこと,そ してそれを支えたイギ リス19世 紀初頭の社会

経済体制の解明,お よび諸控除の適用 を うけるためには申告をしなければな ら

なかった とい う制度が もたらした国民感情の変化,つ ま り 「平等で有効な所得
ゆの

税 には,強 制 申告 が 不 司欠 の 条件 を なす もので あ る」 とい う観 念の浸透 こそ 重

大 な要因 を形成 してい る と思 うもので ある。

ζの よ うな意味 において,Farnsworthの 源泉 課税 とい う制 度 的 側面 に の み

力 点 を置いてい る 「近代性」の解釈は,極 め て狭 義 に す ぎ る もの が あ る とい わ

なければ な らない。 な るほ ど歴 史家はPittの 名声 に押 され て,現 代 まで 残 つJ

て い る所 得 税 制 度 の 基礎 を作 っ だAddingtonに は,Pittほ どの 注意 は与え て

い ない 。 この点 を指摘 したの は正 しい。 しか し制度 その もの を効 果あ らしめる

h
の は,制 度 の適用 を うけ る人 々で あ り,社 会 で なけ れ ば な らない 。Fairnswort

が この点 をほ とん ど顧 み てい ない こ とは惜 しまれ る ところで あ る。 わ れ わ れ

は,まtc-一 ・方 にお い て,FarnSWGrthが 近 代 的 と規 定 す る もの が,実 は 「・fギ

リスの 」所 得 税 で あ るこ とに注 目す る必要が ある。 なぜ な ら分類所得税制度 を

とってい るのは,イ ギ リス を典 型 とす るか らで あ る。財政学 の教科書 では,所

得 の 源泉 を問 わず すべ ての所 得 を合算綜 合して,正 確 な 申 告 を 行 い う る と

ころ に所 得 税 が租税 原則 にか な う理 由が あるこ とを 教 え て い る。 とす れ ば

AddingtQnの 所 得 税 よ り も,む しろPittの 最 初 の所 得 税 の ほ うが この規 定 に

妥 当す る余地 が多い こ とにな る。また イギ リノの所 得税 では,1910年1こ と り入

れ られ た超 過税(Supertax)一 一の ちに付 加税(Surtax)一 ・一 つ ま り現 行 で は

2,000ポ ン ド以上 の個 人 所 得 に対 して最 低10%,最 高50%ま で の 累 進税 率 を も

っ 申 告納 税 の ほ うが よ り適 切な もの とな るで あろ う。Farnsworthが 付 加 税 を

(27)U,K.Hicks,op.cit.,p.124.

(28)E.R.Seligman,op.cit.,p.98.

(29)U.K.Hicks,op.eit.,P.124.
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く　の

「普通所得税制 度に対 す る,た ん な る虚 飾 にす ぎ な い」 とい ってい るのは必ず

し も納得 しえ ない ところで ある。 実の ところイギ リス の所得 税 は,地 代 ・利

子 ・配 当 ・利 潤 お よび 賃銀 などの牧益 をそゐ発生形態 において捕捉す る収益税

の体系,あ るい はSeligmanの 表 現 に従 う と 「租 税 の 系 列;」 依seエiesof
く　 ク

taxes)で あっ て,こ れ らを合算 して人 に則 して概 念 され る所得 にかか る租税 と

は考え られ ないので ある。 このtcめ に こそ1803年 の 税 法 の表現 も 「資 産,自 由
爾

くヨわ

職 業,商 業お よび 官 庁 か らえ られ た 利潤の貢納 」 となってい るわけで あ り,こ

れ をい わ ゆ る 「所 得 税 」 と呼 んでい るにすぎ ない。 これはPittの1799年 の 税

く　 　

法が 「所得 に対 す る特定 の租税 」 となってい るの と大 いに異 る。 それゆえに こ

そ,こ の二 つ の税 法 の 「実 質 的変 化」 を明確 に捉え なかったCurtenayの 表現

を,Seligmanが その 相 異 を知 らぬ もの として注 意 してい るので ある。

この よ うにみ て くる と,Farnswerthの 「近 代性 」の 解 釈 は益 々 イギ リ ス所

得税 に限定 した,そ して そ の意 味 は現 代 に受 継 が れた制度の創設だけ をみてい

た とい うこ とが明 らかで あろ う。源泉課税 はた しかに成功 を収 めた。 そ して徴

くヨの

収方法 こそおそ らく 「イギ リス所得税が大 きな成功を収 めた主要な原因」 であ

ったであろ う。 しかしそれはい くっかの要因のなかの一っであるとわれわれは

考えたい。

皿

Seligmanは 近 代 所 得税 の 発 達 の 跡 を顧 み て,四 つ の段 階 が あ る こ とを 指 摘

く　　

す る。す なわち,

1.戦 時 の臨 時 的財 源 として

2.経 常収 入 の一 時埋 合せ として

3.恒 久 的財 源 として

(30)A,Famsworth,ψ.`it.,p.1,

(31)E,R,Seligmanψ.cit.,p.92,

(32)Cf.n・telabove.

(34)E,R.Seligman,ψ.`it.,P.216.

(35)L-一 一,``IncomeTax,"Eneyclopaediaofthe50`ial∫ciencesed.

byE.R.Seligman(NewYolk:Macmillan&Co.,1948),vo1 .vii,P.626.
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4.財 政制 度 の申 核 とし て

この 四段 階 を典 型的に経過 した ものは,ほ か な らぬ イギ リスの 所 得 税 で あ っ

た。 も とよ り一 つの段階か ら他 の段階へ推移す るには,イ ギ リスは も とよ り各

国 にお い て様 々な契機が存在 す る。 た とえば前節で のべた ご とく,対 仏 戦 争 の

財源 の 調達 で あ り,ま た1842年 に は 国 家財 政 の赤 字 の 累 積 とい う危機で あ り,

第三 段 階 で は一 方 に お け る戦 費 の調達,他 方 にお け る社 会 関係 費 の 増 加 が あげ.

られ るで あろ う。1870年 以 降Gladstoneが 常 に廃 止 し よ う として い た所 得 税

一一一1874-75年 に は僅 か標 準税 率20シ リン グ あた り2ペ ンス とい う低 率 で あ っ

た一一 も,ク リ ミヤ戦 争,ト ラ ンス ヴ ァール 出兵 な どの戦 費に押 され る一方,

同 年 代 ごろか ら始 った 教育 法 の一 連の改革 によって,遂 に廃止 を断 念,恒 久税
ぐ　 　

の様相 を もつにいたった。続 く第四段階では なに よ り課税 思想の発達 をあげね

ば なるまい。1906年 のAsquithの 勤労所 得 軽課 に現 れ た差 別 課 税 は,1910年

LloydGeorgeの 一 層 の発 展 す なわ ち大所 得 重 課 としての超過税設置にいたっ

て完結 す る。 この措置に貢献 しtc主 要 な理論 的 ・実 際 的背 景 は,JosephCham・

berlainのThoRadicalProgramme,1894年S辻WilliamHarcourt蔵 相 の

ぐ　の

累進相続税 の採用お よびF.Y.Edgeworthの 最 少 犠 牲説 の展 開 で あ つ7c。 こ

の よ うな思 想 と実 際 の 経験 に加 えて,財 政 収 入 にお け る所 得 税 の地 位 を飛躍 さ

せた もの は,云 うま で もな く第一 次 世 界大戦 の戦費謂達であった。大戦前租税

収 入の29%を し めて い7所 得 税 が,戦 後 に は45%と な り,1958年 度 才入 実 積 で
ぐヨ　ラ

は 所 得 税 ・付 加 税 を 合 せ る と,45%強 の 比 重 を し め て い る 。 こ の よ うts-一 連 の

発 展 契 機 の 解 明 に は,も と よ り各 々 の 事 象 に つ き詳 細 な 分 析 を 必 要 と す る 。 わ

れ わ れ は こ の 課 題 を 後 日1ご 譲 り,こ こ で は 以 上 の ご と き所 得 税 の 発 展 の 具 体

的 ・思 想 的 条 件 を 包 括 し て,一 体 い か な る 要 件 が 所 得 税 の 近 代 性 を 構 成 す る の

(36)U.K.Hicks,B漉6∫ んPublicFinances'TheirStructureandDevelopment,

1880-1952(London:OxfordUniv.Pless,1954),p.34f.

(37)F.Shehab,ProgressiveTaxation:AStud"inthe1)evelOpmentofP「09「e∬ive

PrincipleintheBritishlncomeTax(London:OxfordUniv.Press,1953),

p.190-209.

前 掲 拙 稿,pp.98-99.

(38)大 蔵 省 大 臣 官 房調 査 課,調 査 月報48巻6号(昭 和34年6月)P,30の 表 よ り算

定.
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か を,引 続 い て検 討 し よ う。

前 節 で掲 げ た源泉課税方法 を,イ ギ リス所 得 税 の最大 の要 因 とみ なが らも,
くお　　

Seligmanは その ほか に以下 の諸 点 を挙 げて い る。

1.地 域的 利害 と国庫 収 入 増加 の 関連 が,幸 い に も融 合 して い た こ と。 これ

は前述 のSchedule制 の設 置 に あ7cっ て,所 得 の 査 定 と直 接 の 賦 課 権 者 が

GeneralCommissionersの 手 申 に あ った こ とを さす 。GeneralCommissionors

は所得 税 創 設 に先 立 っ100年 ほ ど以 前 か らあ っtc地 租 委 員 会 の なか か ら選 任 さ

れ た ものであった。彼 らはいわばGentry階 層 に あ る人 々で あっ て,地 域 的 利

害 に密接 に関 係 を もつ ほ か議会 の申心的 な勢力 であ り,当 時 の 支 配 階 級 で もあ

った 。所 得 税納税者 は彼 らの代表者 に自 らの所得 の提供 をなす にあたって,「

見 守 られ て い る と感 じて い た 」 し,一 方 所得 税 収 入 は中央 政府 の代表 者に よる

慎重 な監督 に任かせ られ てい る と感 じていた。か くして 官 僚 支 配 の 重 圧 を排

除 し うる一方 では,不 適 正 な収 入 の危 険 も除 かれ る,と い う幸 運 な機 構 的 有効

性 にお かれていた こ とに なる。所得税賦課 と源泉課税の範 となった もの に,地
りの

租が あった こ とはFarnsworthも 指 摘 して い る。ScheduleAの 収 入 が19世

紀 を通 じて,所 得 税 の中 核 を し めて い た こ との背後 には,こ の よ うな制 度的 仕

組 み が あ つ た し,農 業経 営規 模 の増大,農 業 技 術 の 目覚 ま しい 改 良 に よ る農業
りり

生 産 力 の 増 大 が あ っ た こ とは 見 逃 し え な い 。 こ れ に対 し てScheduleDに は,

2.AdditionalCQmmissionersの 媒 介 に よ る専 門 家 の 活 用 が あ っtcこ と。'

こ れ に よ っ て 商 ・工 業 の 事 業 所 得 の 査 定 に効 果 的 な役 割 を果 し7c。Pittの 所 得

税 に は 事 業所 得 の 麟 に あ た っtこCommercialCommissioners力 丸 ・た が,こ れ

億 ロ ン ドン ・シ テ ィの 圧 力 に よ り出 来 た い わ ば 租 税 回 避 の 役 割 を,結 果 的 に は

もっ こ とに な り,こ の 種 所 得 か らの 収 入 は全 く期 待 に 外 れ た の で あ る 。 この た

め1803年 に代 っ て 設 置 さ れ た こ のAdditiQnalCommissionersは,General

Commissionersに よ っ て 選 任 され,各 地 区 に お け るD種 お よ びC種 所 得 の 賦

(39)E.R.Seligman,TheIncomeTax,pp.214-7.

(40)A.Farnswortih,op.cit.,PP.40-L49.

池田浩太郎,「 イギ リス所得税 の先駆 的諸税 にっ いて」一 橋 論叢35巻1号(昭 和
31年1月)P.85.

(41)W.コ ー ト 荒井 ・天 川共 訳,イ ギ リス近代経済 史(昭 和32年)PP・30-一 一34.

今 井登志喜,英 国社 会史 増訂版(下)(昭 和29年)pp.6-8.
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課 に あ た り,「 最 も有 能 な実 業人 」 か ら選 ば れ た もの として,税 法 の 円滑 な運

営 に少 か らず貢 献 した。

3.検 問 的措 置 の欠 如 。 も とよ り納 税 者の所得 ・資産 ・家族状況 に対 す る行

政官 の検問的調査 は,初 めか ら欠如 して い た わ け で は ない。長年の経験 に よっ

て官僚の努力 と納税者道徳 の向上が,こ の最 も忌 わ しい感情 を減 退 させ て きた

のであ る。

4 .源 泉課 源制 度 。 これ に つい て は上 述 のご とくで ある。

,5.税 率 の緩 和 な る こ と。 これ は19世 紀 を通 して み られ た こ とで あ り,今 日

で は必 ず し も妥 当 しない 。 ナポ レオ ン戦争中 はすで にみtcよ うに20シ リングご

とに2シ リング に は じま り,一 ・時1シ リン グに なった こ ともあっ たが,ほ ぼ10

%の 税 率 で推 移 し た。1842年Peelに よ る再 設 以後 は20シ リン グ ご とに7ペ ン

ス で あ り,Buxtonの 示 す とこ ろに よ る と,1880年 ま で は ほぼ2ペ ンス(1874

--5年)か ら8ペ ンス(1885-6年)の 間
,5～6ペ ンス とい う税 率 を もっ た年 が

ぱヨナ

ー 番 多い。 この よ うな19世 紀 を通 ず る税 率 の低 さは ,政 府 お よび イギ リス の社

会 の申 に,所 得 税 は戦 時 の愛 国心 に訴 え て こそは じめて効果が あ る とい う観念

と,国 家経 費 が 低位 の水 準 で推 移 した こ と,収 入 の大 半 は関税 ・消 費税 で 賄 わ

れ ていた とい う諸事情が あった こ とは,所 得 税 が その 基礎 を固 めて ゆ くうえ に

効果が あった こ と と思われ る。いわば19世 紀 を通 じて所 得 税 はarichmon's

taxで あ っ たの で あ る。

6.差 別課 税 の 採 用 。 い か な る所 得 の 源泉 を間わず,同 率 の課 税 に服 す る こ

との反 対 は所得税 創設の当初 か らあった。所得発生の持続性 と所 得獲得 の実質

的 費用の相 異に注 目して,勤 労 所 得 の軽 課,財 産 所 得 の重課 の主 張が 続 け られ

ずこの は,19世 紀後 半の 各 時期 に現 れ た とい って よい。実 際に この差別課税が採

用 されたの は1906年 で あ っ た。 それ ま で に はJ.G.Hubbard,J.S.Millの

差 別課 税 擁 護 の主 張 が 繰 返 し行 われていた。 こ れ の 採 用 を は ば ん だ もの は

Gladstoneに よ る大所 得 階 層 の貯 蓄 を源 泉 とす る資本蓄積 の擁護で あった。 経

済史の教 え る ところでは,19世 紀 イギ リスの 資 本 形成 は 自発 的 貯蓄 に よる とこ

(42)SydneyBuxton,FinanceandPolitics:AnHistoricalStudγ,1783--1885

(London:JohnMurray,vols.II,1888),voLII,PP.378-9.
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ろ多 く,こ れを支えていた ものは一つには上記のごとく税率の低位 と,差 別課

税 を とらない制度であった とみてよかろ う。差別課税の採用は,19世 紀終末に

おける課税の公正原則が,漸 く主観主義的平等観念に内容の推移をみたことに

よるものである。

7.累 進課税の採用。累進課税の構造は,平 均税率よ り限界税率の方が常に

くが 　

上位にある状態をさし,所 得税の構成 として免税点の設置,差 別課税の採用お

よび本来の意味にお ける所得スケール増加以上の税率の上昇 とい う三点 を指摘
く　 ヘヤ

し うるとすれば,累 進 課税 はPittの 所得 税 にお い て も,免 税 点 が すで に設 け

られ て い た とい う意 味で存在 していた こ とにな る。だがSeligmanの 指 摘す る

の は この構 成 の最 後 の ものを さしてい る。 この意味では累進課税の採用 は,差

別 課 税 の採 用 と と もに1910年 に始 る こ と に な る。恐 ら くSeligmanがThe

lncomeTax(1911)を 書 い て い た当 時,現 代 に み る よ うな付 加 税 の 最 高 税 率

50%と い う高 い税 率が と られ よ う とは予想 しなかったで あろ う。ご く低度の累

進課税 で も,「 所 得 の没 牧 」 として批 難 され た こ とを顧 る とき,ま さに 「公 衆
ぐ　 う

の 観念 の注 目すべ き変化 」が あった として指摘し うる もので ある。

以上 の7っ の点 を イギ リス所 得 税が 成功 した要因 としで,ま た 「近 代 的現 象」

で あ る所 得税 の諸構成要因 としてSeligmonは 挙 げ てい る。 そ して これ らの要

因 の前提 をなす と同時に申心的 思汐 は,公 衆 の感情 の なか に,ゆ っ く りとしか も

(43)R.A.MusgraveandT.Thin,"lncomeTaxProgression,1929-48,"

TheleurnalofPeliticalEconom],vo1.LVI(1948),p.498.

租 税 負 担 をT,所 得 をYで 示 し,TはYの 函 数Tt∫(Y)で あ る と す る と,

平均榊 はf(Y)/Yに 等 しい.そ して,表 搾 ■})?o.に したがつて増 加 し,

一定 に止 り,あ るい は減少 す る.

÷{ノ 写)!一÷{Yア(Y)-f(Y)]一 ÷{fi(Y)」 薯}
M=-fi(Y)お よびA=f(Y)/Yと す る と,

1
「 罫M-A)「

M>Aな らば,租 税 構 造 は 累 進 的,

M二A'な らば比 例 的,

M<Aな らば逆 進 的 とな る,

〈44)F.Shehab,Op.cit.,P.1.

く45)E.R.Seligman,op,cit.,P,213.
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着実に生 じて きた大 きな変化であることを指摘する。初 めの所得税に対する反

感が次第に消滅するとともに,そ の止むをえざることを認める感情に変遷 し,

さらにイギ リスの社会 と財政の うえに果 した大 きな役割を積極的に評価する方

向に移って きた。この変化が累進制や差別制の採用に現れている,と い うのであ

る。また別な個所で所得税の採用 とその施行が成功するのは,「 かな り進歩し

た政治機構め段階 と,社 会 と国家のあいだに相当程度の協調を もに らすに足る
くるの

政治制度の存在 を前提 とす る」 とのべている。

所得税成立の背景を規定するこれ らの国民感情 と政治機構の結合を,他 の角
くるの

度か ら端的に 「高度資本主義の産物」であると規定するのは,F.Neumarkで

ある。所得税創設の最 も早かったイギ リス1こおいて さえ1799年,他 の諸国では

前述したように19世 紀後半に集中 して創設されtcの をみると,所 得税の歴史は

地租 ・消費税および関税に比 して極めて短い。この若い歴史しか もたない所得

税が 「近代的現象」を示 したのには,さ らに分析が多岐に亘 らざるをえない。

Neumarkは その前提 として,所 得の増大とその正確な計算に習熟 した経済体

制 をあげ,さ らに財務行政の成熟,国 家部門の拡大 と干渉主義的傾向の増加を

あげ,こ れ ら一連の前提条件 を契機 として,「 対内的 ・対外的お よび財政政策

的観点か らみて,革 命的 と名付けるにふ さわしい時代に採用 されたのは驚 くに
くるの

値 し ない 」 とい う。 こ の 変 動 の 激 しい 時 代 が もた ら し た もの は課 税 量 の 増 大 に

よ り,所 得 税 のarichmen'staxか らapeople'staxあ る い はamasstax.

へ の 変 化 で あ っ7c。 そ こ でNeumarkは,近 代 所 得 税 のMerkma1を っ ぎ の よ

りの

うにZFし て い る。

1.所 得税 は課 税 客 体 ・課 税 標 準 お よび税 源が 同一の 「所 得」 に賦与 され る

もので ある こと。 この三 者の同一性(lde血titat)は,実 質 的財 産 税 で も同 じ く

見 られ るが,し か し経 常 税 として の重 要性 は少い。

2.近 代所 得 税 は,あ らゆ る所 得 要素 を別 々 た捕 捉 す るので はな く,一 人 の

(46),``IncomeTax,"ψ.`it.,volVII,p.626.

(47)FritzNeumark,Tぬ60吻andPrtzxisd〃modernenEinkommensbesteuerun9

(Bern:A.Francke,1947),S.21.

(48)Ibid.,S.24,

(49)1bid.,SS.28-33.
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人が一一年間にえ られ る純所得の全体(TGtalitat)を 課税客体 としていること。

このいわば人税であること,綜 合所得課税であることとをもって特色 とする。

3.所 得税 は現実のL(wirkliChen)所 得 を直接把握するもので,外 形標準に

よる物税的直接税 とは異る ものである。これ とともに,第2点 を併せ てい え

ば,現 実の純所得が課税所得 となることが あげ られ る。

4,.現 実の純所得の把握方法 としては,納 税者の申告によること。

5.近 代所得税は納税者の人間的給付能力を把握するため,一 連のあ らゆる

可能性を考慮 している。累進課税 ・差別課税 ・扶養者控除お よび疾病 ・老令控

除などが行われ るのは 「最 も人間的な人税」(pers6nlichstePersomalste,uer)

で ある所得税以外にはな く,こ れ らが高度資本主義の産物であることと相侯っ

て,近 代所得税の標識を構成す るとのべてい る。

Neumarkの 挙げる要因のなかには,源 泉課税は強調 されていない。 課税 量

の増大 とと もに徴税技術の改良 が 必 要 とされ,そ の 一 因 と し て 源 泉課 税

(Ωuellenabzug)が あげ られてい るにすぎない。Neμm瑚kに よると,源 泉課

税 は近代所得税 を構成す る諸要因の一つの前提 にすぎないように思える。 この

点はEarnsweUthの 見解 と開確 に異 るところであ り,源 泉課税を強調 しない反

面,総 所得の 「全体」に課税する綜合申告課税 と,所 得税の人税 としての諸要

因を指摘す るのは注 目に値 しよう。イギ リス的 な源泉課税お よび これと結びっ

いた分類所得税 と,い わゆ る純資産増加分を所得 とみ,課 税方法として綜合串

告主義を本則 とみる,こ の二つの相異と対立はいわばイギリス的所得税と ドイ

ツ的所得税の性格の相異に帰す るように思え る。

Neumarkは 所得税の体制的な発生の性格を高度資本主義の産物 として 把 え

'た
。これとほぼ同様 の把握をなし,と くに累進課税の所得再分配効果を指摘す

ゆの

るのは木村元 一教授で あ る。 ソンバル トの用語 に従 って,「 後期 資本主 義 」,の

段階において累進的蔵接課税が現れる契機が生れ る。そこでは所得 と富の不平

等な分配が,と くに証劣 ・債券 。株式 などの有価証劣のinta㎎ibleな 形体 をも

(50)MotokazuKimura,Cendili㈱ ∫ プ詮プDirectT醐'伽andGUherE∬ 妙 ∫

(Tokyo:TheScienceCouncnofJapan,DivisionQfEconomics,Commerce

&BusinessAdministration,EconomicSeriesNo .17,1958),pp.'16-20,
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って蓄積 され,こ の蓄積 されだ租税納付能力の捕捉に一 納付能力の定義は歴

史的にみて変遷 して きたが一一 累進課税の体制的な意義をみてお られ る。そし

て所得税 に限 ることな く,一 般に直接税の諸条件として以下の諸点 をあげてお

られ る。

1.真 実の所得および財産の正確 な計算。正確 な租税の賦課 が 行 われ るに

は,も とより正確 な所得や財産の算定が行われねばならないが,他 方正確 な計

算が可能であるとい うのは,国 民経済の資本主義的発達の程度に依存する。近代

的応能原則を目的とす る蔵接税は,企 業と家計とがいまだ分離し ていない前資

本主義的経済では不可能である。

2.生 活費の免税を認めるには,比 較的高度の国民所得水準が存在 しなけれ

ばな らない。累進課税が有効 なのは,社 会が高度の生産力の発展を示 し,か な

りの富の不平等を示した場合である。貧富の差が大 きくな七・場合には,累 進税

率はま さに比例税率 と同様の作用 しか果 さない。この場合で も,低 い所得水準

に課税 されたな ら,社 会の大多数 の生活は危機に瀕する。

・3.納 税者の租税納付能力の相異および所得発生 の源泉の相異について控除

を行 うには,納 税者数が適当に制限 されなければならない。納 税 者 数 の制 限

は,正 確 な所得の確定のために も必要 なことであ り,賦 課の対象を広げようと

す ると,限 界徴税費が限界租税収入を越え,多 くの困難 と摩擦が生ずる。

4.直 接課税が源泉課税に依 らずに,自 己賦課を伴 う場合には,源 泉申告制

度が必要である。納税者の自主的納税に倹っのは,高 遠 な課 税 の理 想 で あ る

が,実 際には自己賦課は調査によってはじめて可能である。信頼するに足 る源

泉申告なしには,億 接課税は透切 に作用しない。

5.複 式簿記,公 認会計士制度お よび事業取引における小切手の使用などの

普及発達は,直 接課税 の一条件をなすといえる。 これ らは資本主義経済の発展

に依存するところ多 く,ま さに複式簿記は 「資本主義的合理性に応 じて生れた

子 供である」。

6。 能率的な徴税制度の存在。これは間接税の場合に も同じ こ とが 云 え る

が,蔵 接税の場合には一層切実である。

7.よ り具体的問題 は,税 率の構成である。税率の態様 と形式,免 税点,扶
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養控除,勤 務所得控除および減価償却の方法など,税法に規定 された上記諸条項

は直接課税の成否をか けていると

8.税 制全体としての聞題 は,さ らに関係を もつ。たとえば累進課税 と比例

課税の関聯,地 方税 と国税の比重,二 重課税問題の考慮 などこれである。

木村教授 の指摘は,所 得税を含めた直接課税の適否に関聯して著 し く広汎に

亘 り,そ してSeligman,Neumarkよ りはるかに具体的問題 を示 してい る。そ

してこれ らの諸条件は,一 口にいって,資 本主義の成熟を最 も重要な条件 とす

るとい うことに結論づけられている。

Seligman,Neumarkお よび木 村教 授 の指 摘 す る諸 点 の背景には,そ れ ぞれ

イギ リス,ド イ ツお よび 日本 の所 得 課 税 の現段階的把握が あ ると予想 して よか

ろ う。一 口に 「か な り進歩 した政治機構 と,社 会 と国 家 の協 調 」 の存 在 とい い,

あるいは 「高度資本主義」 「資本主義の成熟」といって も,各[華 における内容

は極めて相異 している。以上三教授の指摘のうちと くに木村教授の第2・ 第3の

条件については,差 別課税 ・累進課税の実施を前提 とした要点であることは改

めて重要性 を もつと思われ る。高度の国民所得水準の達成 された状態および納

税者数の特定範囲に対す る限定などの要点は,Seligman,Neumarkが あ え て

取 り上げていないとい うことであるばか りでな く,正 確 な複式簿記による収益

計算の慣習の普及 と浸透は,他 の条件 とともに資本主義成熟のよ り具体的 な様
5

相 を把 え る ものとして注 目 され よ う。

IV

われわれは,所 得税創設の体制的理解を目的 として,所 得税の近代性をめ ぐ

る諸点を挙証して きた。そ こに顧み られ るものは,源 泉課税 ・差別課税 ・累進

課税 ・正確 な収益計算方法の浸透 など,い わゆる高度資本主義を体制的背景と

して理解しうる ものがあった。それ と同時に高度資本主義の国状に応 じた具体

約 発現形態を忘れてはな らないことが明 らかとなった。すなわちイギ リスにお

ける分類所得税制度,こ れに対す る綜合申告所得税制度の相異に顧 られ るとこ

ろ である。
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さらにわれわれが,高 度資本主義の具体的発現形態 を注 目するとき,そ こに

所得税賦課あるいは租税負担の軽重を決定す る政治的諸条件を忘れてはならな

いように思える。いつの時代で も国 民の世論を公平に満たそ うとする政治は極

めて稀であったとい うる。イギ リスにおいては所得税創設の当初,議 会の主勢

力は地主段階に握 られてお り,そ の階級は産業革命の進行 を通 じて資本家的地

主 ともなった。彼等は大農経営のためにインクロウジ ャを行い,農 事の改良を

はか りナzドレオン戦争期の食糧供給を握っていた申心勢力であ り,1815年 の穀

物法を成立 させた政治的圧力を もっていた。 申産階級および労働者階級が政治

に関与す るにい7る 時代は,な を20年 後のことである。 まtc一 方商 ・工業階紋

も完全な資本公開に もとつ く資本の吸収 と経営を行っていたわけではない。会

社法の成立は1844年 のことであ り,同 族 ・知人による投資によって賄われてい

た状態が支配的であった。 これ らの諸状態を顧みるとき,課 税権者の手中には

いつれの階級の利益が隠 されていたであろ うか。われわれは資本主義の体制的

理解を目標に,こ の小論で指摘 された諸点 とともに,こ の条件を考慮 しなけれ

ばならないであろ う。(35.2.12>




